
 

 

議 案 第 ８３ 号 

 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整備等に関する条例の制定について 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備等に

関する条例を次のとおり制定する。 

 

令和元年１２月３日提出 

 

新居浜市長 石 川 勝 行 

 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整備等に関する条例 

 

（新居浜市職員定数条例の一部改正） 

第１条 新居浜市職員定数条例（昭和３４年条例第３５号）の一部を次のように改正す

る。 

第１条中「に常時勤務する」を「の一般職の常勤の」に、「副市長、監査委員、教

育長及び臨時職員」を「臨時の職に任用された職員」に改める。 

（新居浜市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第２条 新居浜市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和２６年条例第３３

号）の一部を次のように改正する。 

第３条に次の１項を加える。 

４ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１項の規定の適用

については、同項中「３年を超えない」とあるのは、「法第２２条の２第２項の規

定に基づき任命権者が定める任期の」とする。 



 

 

第４条第２項中「の定めるところによる」を「で別段の定めをしない限り、いかな

る給与も支給しない」に改める。 

（新居浜市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第３条 新居浜市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２６年条例第３４号）

の一部を次のように改正する。 

第３条中「給料」を「期間、給料の月額（地方公務員法第２２条の２第１項第１号

に掲げる職員については、新居浜市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条

例（令和元年条例第  号）第２条に規定する基本報酬の額）」に、「以下を」を

「以下に相当する額を給与から」に改める。 

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改正） 

第４条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（平成１６

年条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に、「条件附採用」を

「条件付採用」に改める。 

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第５条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１７年条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に、「条件附採用」を

「条件付採用」に改める。 

（新居浜市職員の勤務時間及びその他の勤務条件に関する条例の一部改正） 

第６条 新居浜市職員の勤務時間及びその他の勤務条件に関する条例（平成７年条例第

２号）の一部を次のように改正する。 

第１９条を次のように改める。 

（会計年度任用職員等の勤務時間及びその他の勤務条件） 

第１９条 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の勤務時間

及びその他の勤務条件については、第２条から前条までの規定にかかわらず、その

職務の性質等を考慮して、規則で定める。 

２ 臨時的に任用される職員の勤務時間及びその他の勤務条件については、この条例

の規定にかかわらず、その職務の性質等を考慮して、任命権者が別に定めることが



 

 

できる。 

（新居浜市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第７条 新居浜市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第５号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条の３第２号中「第１９条」を「第１９条第１項」に、「任命権者が」を「規

則で」に改める。 

第７条第１項中「第２２条第１項」を「第２２条第１項（新居浜市会計年度任用職

員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年条例第  号。以下「会計年度任用職

員の給与条例」という。）第１４条の規定により準用する場合を含む。）」に改め、

同条第２項中「している職員」を「している職員（地方公務員法第２２条の２第１項

に規定する会計年度任用職員を除く。）」に改める。 

第８条中「した職員」を「した職員（地方公務員法第２２条の２第１項に規定する

会計年度任用職員を除く。）」に改める。 

第２０条第３項中「第１９条」を「第１９条第１項」に、「任命権者が」を「規則

で」に改める。 

第２１条中「第１２条」を「第１２条（会計年度任用職員の給与条例第１７条の規

定により準用する場合を含む。）」に、「第２０条」を「第２０条又は会計年度任用

職員の給与条例第１５条」に改める。 

（新居浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第８条 新居浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例第５４

号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「地方公務員法」を「地方公務員法第２２条の２第１項第２号に掲げる職

員及び同法」に改める。 

（新居浜市職員互助会条例の一部改正） 

第９条 新居浜市職員互助会条例（昭和４５年条例第７号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条第１項中「常勤の市の職員」を「一般職の常勤の職員（臨時の職に任用され

た職員を除く。）」に改める。 

（新居浜市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改



 

 

正） 

第１０条 新居浜市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭

和４２年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

第５条に次の１号を加える。 

（５）給料を支給される職員 法第２条第４項に規定する平均給与額の例により実施

機関が市長と協議して定める額 

（新居浜市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正） 

第１１条 新居浜市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭

和３１年条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第２０３条の２第４項」を「第２０３条の２第５項」に、「もの（」を

「もの（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第３項第５号に規定する

者を除く。」に改める。 

第６条第１項中「（昭和２５年法律第２６１号）第３条第３項第３号」を「第３条

第３項第３号」に改める。 

第７条第２項ただし書中「第３条第３項第３号」を「第３条第３項第３号及び第３

号の２」に改める。 

（新居浜市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１２条 新居浜市職員の給与に関する条例（昭和３１年条例第１９号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条中「職員」を「職員（同法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員

を除く。以下同じ。）」に改める。 

第２４条中「臨時、嘱託又は非常勤の職員（短時間勤務職員を除く。）」を「臨時

的に任用される職員」に改める。 

（新居浜市の単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部

改正） 

第１３条 新居浜市の単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例

（昭和４３年条例第４号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「職員（以下「職員」という。）」を「職員」に改める。 



 

 

第１６条を次のように改める。 

（給与の特例） 

第１６条 単純な労務に雇用される職員で地方公務員法第２２条の２第１項に規定す

る会計年度任用職員であるものについては、職員の給与との権衡を考慮して給与を

支給する。 

２ 単純な労務に雇用される職員で臨時的に任用される職員の給与については、この

条例の規定にかかわらず、予算の範囲内において、任命権者が別に定める。 

（新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第１４条 新居浜市職員の退職手当に関する条例（昭和３５年条例第１２号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第２項に次のただし書を加える。 

ただし、地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員については、この

限りでない。 

第６条の５第２項を次のように改める。 

２ 前項の「基本給月額」とは、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。 

（１）次号に掲げる職員以外の職員 新居浜市職員の給与に関する条例（昭和３１年

条例第１９号）に規定する給料及び扶養手当の月額の合計額 

（２）地方公務員法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員 新居浜市会計年度任用

職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年条例第  号）に規定する給料

の月額 

第７条の２第１号及び第２号並びに第７条の３第１項中「第２条第２項」を「第２

条第２項本文」に改める。 

附則第１０項中「第６条の５第２項に規定する新居浜市職員の給与に関する条例の

規定による給料表が適用される」を「第６条の５第２項第１号に規定する」に、「給

料の月額及び同項に規定するその他の職員に係る基本給月額に含まれる給料月額に相

当するものとして規則で定めるもの」を「給料の月額」に改める。 

附則第１１項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改める。 

附則に次の２項を加える。 



 

 

１２ 第２条第２項本文に規定する者以外の常時勤務に服することを要しない者（地

方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員を除く。）の同項に規定する勤

務した月が引き続いて６月を超えるに至った場合には、当分の間、その者を同項本

文の職員とみなして、この条例の規定を適用する。この場合において、その者に対

する第３条から第５条までの規定による退職手当の額は、これらの規定により計算

した退職手当の額の１００分の５０に相当する金額とする。 

１３ 前項の規定の適用を受ける者（引き続き同項に規定する者であるものとした場

合に、同項の規定の適用を受けることができた者を含む。）に対する第７条の２の

規定の適用については、同条中「１２月」とあるのは、「６月」とする。 

（新居浜市企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第１５条 新居浜市企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２９年条例第２３

号）の一部を次のように改正する。 

第１６条を次のように改める。 

（給与の特例） 

第１６条 企業職員で地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員

であるものについては、職員の給与との権衡を考慮して給与を支給する。 

２ 企業職員で臨時的に任用される職員の給与については、この条例の規定にかかわ

らず、予算の範囲内において、管理者が別に定める。 

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。  

（新居浜市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正

に伴う経過措置）  

２ 第１０条の規定による改正後の新居浜市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害

補償等に関する条例第５条の規定は、この条例の施行の日以後に発生した事故に起因

する公務上の災害又は通勤による災害に係る補償について適用する。  

 

提案理由 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い、関係条例の規定を



 

 

整備するため、本案を提出する。 


